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２．我が国 の実施管

とは

理― を中心に
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４．援助被害と意義申し

お わ り に

年代は戦後の国際政

代表的な評価手法 費用便益分析

立て

は じ め に

治を支配した東西冷戦構造が終焉し，世界全体がグ

ローバリゼーションの進展

った。旧社会主義諸国と途

一党独裁型が消え民主主義

った。既に市場経済制をと

策を見直し，「持続可能な開

うになった。

その中で多国籍企業の戦

によってそれぞれの影響の度

上国の政治と経済システムが

体制が誕生し，併せて市場経

っていた途上国では，先に着

発」の概念の元に，新しい

略的行動と多様な海外民間資

合いを強めるようにな

転換し始めたのである。

済体制への変革が起こ

手していた構造調整政

経済政策を模索するよ

金の役割が途上国の選

択的発展にとってますます

債務に苦しむ貧困途上国で

率・効果的役割（グッドガバ

や市民団体，地域コミ

（ ）

重要になってきている。同時

は，債務削減や貧困緩和を促

ナンス）が求められるように

ュニティーの空間が大きく

に，特に公的資金の重

進するために政府の効

なった。そこには，

なりつつある。 世紀



に入った現在，多

築が一層深化する

このようなグロ

立命館経済学（ 巻特

様化する途上国間での国際的

情況になってきた。

ーバリゼーション進行の過程

別号３）

あるいは地域的な協力関係の

で，開発に必要な資源の移転

構

を

図る開発援助の世

際金融機関は国際

ている。米国議会

国際通貨基金（

機会に，

が問われるように

れる世界の主要な

界でも変革が求められ，先進

政治経済の変化に応じた事業

は東西冷戦時代のレトリック

），世界銀行は， 年の

として な

なった。 年実施を目標と

が連携する債務帳消し

各国の援助機関や国連機関・

戦略の変更や組織の改革を行

と実施体制を問題視してきた

ブレトン・ウッズ体制 周年

ど一部の世界からその存在意

する「ジュビリー 」と呼

運動が債権者である援助機関

国

っ

し
）
，

を

義

ば

に

圧力をかけた。近

等に異議申し立て

ニアム開発目標

設けられた。

我が国の政府開

財政事情の悪化か

ある。既に実施組

年は，援助がもたらす被害に

のケースが増えている。

」が採択され， 年

発援助（ ）においても，

ら 関連の予算が見直

織の改変
）
も行われている。政

人権が迫害され，国際金融機

年９月の国連総会では，「ミ

までの世界の新たな目標管理

例外ではない。 年度から

され，縮小の方向（援助疲れ）

策面では， 年に閣議決定

関

レ

が

は

に

さ

れた「 大綱

あるいは内外の国

援助被害に対して

このように環境

の援助が行われた

り遅れることによ

」の見直しが始まり，円借款

際経済事情によって見直しの

現地の被害者が日本国内の裁

変化する開発援助の世界での

にもかかわらず，途上国地域

って世界経済の中でマージナ

事業（有償資金協力）は国内財

声があがっている。一方では

判所に訴えるケースも出てい

共通の関心事は，これまで巨

の一部は経済発展ペースがか

ライズされ，国際政治経済の

政

，

る。

額

な

不

安要因の一つとな

役割を果たすべき

自己点検と

るようになった。

本ペーパーでは

（ ）

っていることである。そこで

か，あるいは効率的効果的で

実施体制の改善，さら

，有効な援助とするための開

各ドナーは，援助はどのよう

あるか，という観点に立って

にはドナー間の意見調整を強

発援助の実施管理と評価に焦

な

，

め

点
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を当て，代表的な事例を概

年度中に，我が国の援

ガイドライン」とその不遵

事業の実施管理と評価について（笠

観し，評価のあり方について

助実施機関が導入を予定して

守に関する異議申し立て制度

井）

整理してみる。併せて，

いる「環境・社会配慮

の状況を要約する。

１．開発援助の実施管理

実施管理の範囲

実施管理は評価と密接に

途上国（主に新興独立国）に

が主流であり，議会がチェ

かった。独立間もない途上

とは

関連している。アメリカが東

対する援助では軍事援助と安

ックアンドバランスを機能さ

国経済は，外国からの技術援

西冷戦期に発展させた

全保障関連の経済援助

せる戦略的な性格が強

助（協力）を得て策定

した経済計画をベースに，

が必要であった。外貨不足

（ ）を発足させ，翌

開発援助委員会（ ）が

拡大し，その結果，開発プ

になった。

実施管理とは，このよう

政府の公共部門開発プロジェ

に対応するため，世界銀行は

年には発足時の経済協力開発

設置された。その前後から低

ロジェクトは援助する側（ド

な開発プロジェクトの

クトを中心とする投資

年に国際開発協会

機構（ ）に政府

所得途上国向け援助が

ナー）中心の実施管理

（計画）― （実施）―

（評価）全体の系（サイク

ジェクトの実施（建設）期間

が，時代の推移と共に援助

全体の援助資源管理を範囲

米国国際援助庁（

国内公共投資事業や国防総

ル）の運営管理を意味する。

中の監理を中心とする運営

の対象がノンプロジェクト化

に含めるようになってきた。

）の初期の開発援助プロジェ

省の戦略戦術研究の経験を生

狭義には，開発プロ

管理を指す場合もある

し，多様化すると共に

クトでは，アメリカの

かした計画手法（投資

の判断基準を含む）の開発応

それらの開発・応用が進ん

終了時の評価に関する理論

なった。特に，開発資金を

する審査（アプレイザル

（ ）

用が見られ，世界銀行グルー

だ。次第に，各援助機関内で

・手法の開発・応用にエネル

貸し付ける金融機関では計画

）段階において理論・手

プや他の援助機関でも

実施中のモニタリング，

ギーが注がれるように

を吟味し，貸付を判断

法の精緻化が図られた。



プロジェクト

プロジェクトと

徴をもつ。

立命館経済学（ 巻特

と開発マネージメント

は，実行可能な投資の単位を

別号３）

いい，一般的には次のような特

１）目的，

定されて

２）規模，

３）場所

４）計画，

５）経済開

プロジェクトは

目標，期間，投入資源（資金

いる

範囲が限定される

（地理的空間）が概ね確定して

実施（建設および運営 維持管

発に貢献する

，計画のヒエラルキーから見

あるいは予算を含む）が明確に

いる

理）のための組織が設けられ

れば， ― ―

設

る

の最下位に位

計画段階では後者

応じて経済計画

（基本計画），実施

て実施段階の一部

プロジェクトの

ジェクト・エコノ

置する。プロジェクトは事業

を意味する。また計画の種類

（国家開発計画），空間計画（

計画（ ）などが

に組み込まれる。

経済財務分析（後に述べる評

ミー，技術的検討を中心とす

あるいは事業計画とも訳され

としては，計画ヒエラルキー

地域開発計画），マスタープラ

ある。詳細な計画は，設計と

価に関連）を行う作業体系をプ

る作業体系をプロジェクト・

，

に

ン

し

ロ

エ

ンジニアリングと

金活用）を導入し

ある。

開発プロジェク

政策対話，援助調

国（ ），ド

呼ばれることもある。また

て実施するためにプロジェク

ト（援助資源）の実施管理に

整
）
，国別援助計画などが含ま

ナー間，受入国内の実施担当

，近年は多様な資金（主に民

ト・ファイナンスが発展しつ

は，ドナー側の立場としては

れる。それには，ドナーと受

機関同士の政策および事業調

間資

つ

，

入

整

などがある。

受入国側による

ネージメントとも呼

み込み，開発に伴

これらの開発プロ

（ ）

開発プロジェクトの実施管

ばれる）には，マクロ経済政

う法制・制度・組織の整備，

ジェクトの成否を支配する

理（開発行政の一部としての開

策，開発計画，国家財政への

要員配置と育成等が挙げられ

要素は援助吸収能力（

発マ

組

，
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）の一部と見なされ

プロジェクトサイクル

年に入ると，世界銀

事業の実施管理と評価について（笠

る。

行の は，プロジェクト

井）

サイクルの概念を発

掘―準備―審査として次の

―

（注）アンダーライ

世界銀行では，これらの

務管理（オペレーション）と

戦略（ ）等が定期的に行

ように整理した。

― ―

― ―（

ンは 年に挿入したもの。

個別プロジェクト（ノンプロジ

並行して，国別経済調査，セ

われる。

―

）

ェクトを含む）毎の業

クター調査，国別援助

一方，アメリカでは，

開発したのがロジカル・フ

構成要素（目的，目標，成果

性を持たせることを目指し

でも導入試行された。この

「目的指向型プロジェクト立

協力会社（ ）である

年代後半に が議会

レームワーク（略称ログフレー

，活動投入など）の相互関係に

た計画手法
）
であった。 年

ログフレーム作成過程に「参

案手法」（ ）を開

。 年代後半には，ノル

予算要求資料のために

ム）である。これは，

論理的一貫性と合理

代にはカナダ

加型の概念」を加えて

発したのがドイツ技術

ウェー対外援助庁

（ ），フィンランド国

の考え方を導入し始めた。

このようなプロジェクト

有効なモニタリングと評価

ている。それを応用発展さ

ジメント（ ，次節で解説

際開発庁（ ）や

サイクルやログフレームの考

の基本として各援助機関によ

せたのが我が国のプロジェク

）であり，類似の応用例は，

がこの 手法

えは 年代後半から，

って開発され利用され

ト・サイクル・マネー

英国 （ の

後身），スウェーデン

トサイクルはまた，各援助

されている。

我が国の実施機関で

（ ）―審査（

（ ）

（現 ）， などに

機関での実施業務あるいは手

は，発掘・選定（

）・準備（ ）―

もある。プロジェク

続きの説明用にも応用

）―形成・計画

実施（ ）



―評価（

年に英国の

の

立命館経済学（ 巻特

）と理解されている。

大学の開発・プロ

はこのプロジェクトサイク

別号３）

ジェクト計画センター（

ルをプロジェクト順序（

）

）として

ステークホルダー

たものであり，プ

ン，分野別調査，

策的に必ず配慮す

ラムは巻末の表を参

大成させた。これは現在主流

（利害関係者）を持つ参加型

ロジェクト発掘（

市場調査，資源賦存調査，開

べき事項等の作業について

照）。

になってきたオーナーシップ

開発プロジェクトを念頭にお

）に際して，インスピレーシ

発戦略，民衆の参加，その他

の重要性を示している（ダイ

や

い

ョ

政

アグ

２．我が国

とは

とは，

ドイツ（当時西ド

法人国際開発高等

我が国への応用導

目指して，国際協

の実施管理― を中心

の略

イツ）の実施機関が開発した

教育機構（ ）が 年

入
）
を図ったものである。以来

力事業団（ ）の技術協力

に
）

である。前節でも述べたよう

手法を手本にして，財

設立直後に 手法として

，日本の開発援助の質の向上

事業を中心に応用開発が進め

に，

団

，

を

ら

れている。

手法

（ ）

（ ）

のサイクルを，プ

ロジェクト概要表

のキー的要素 プロジェク

手法とは，開発プロジェクト

ロジェクト・デザイン・マト

を用いて運営管理する手法で

ト・デザイン・マトリック

の計画・実施・評価という一

リックス（ ）と呼ばれる

ある。

ス

連

プ

はプロジ

を取り巻く「外部

各段階で行うモニ

次の通りである。

（ ）

ェクトの構成要素である目標

条件」の論理的な相関関係を

タリングや評価のベースに

，活動，投入や，プロジェク

示すもので，一連のサイクル

するものである。 の構成

ト

の

は
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プロジェク

プロジェクトの要約

事業の実施管理と評価について（笠

ト・デザイン・マトリックス（

指標 指標データ入手
手段

井）

）

外部条件

上位目標

プロジェクト目標

成果

活動

（注） 上位目標は「プロジェクト
達成された後に，プロジェク
意味する。これに対し，プロ
成することにより得られるで

投入

が長期的に貢献しようとする全体目
トの効果がどう発現されるべきかを
ジェクト目標は，「プロジェクトが成
あろう期待される目標」と定義され

前提条件

標」で，プロジェクト目標が
示す最終的かつ長期的目標を
功裏に，かつ予定通りに完
る。

の作成で肝要なこと

外ではあるがプロジェクト

ある。この推定作業は，次

）の主要ステップに

グと評価から得られた教訓

力が作業者に求められる。

立案のための分

は，指標の設定と，プロジ

の成功に不可欠な諸条件であ

に示すような効果的な参加型

おける準備調査や類似プロジ

や提言をフィードバックする

析段階の流れ

ェクトのコントロール

る外部条件の明確化で

計画手法（

ェクトのモニタリン

ための蓄積された考察

立案の前段階作業の

参加者分析 問題分析

１）参加者分析

最初に援助の対象とな

彼等の状態や特徴を把握

るのが参加者分析（

流れは次の４段階から成る。

目的分析 プロジェクトの選択

る地域に住む人々，グループ

し，誰のためにプロジェクト

）である。対象

，組織などを分析し，

を実施するのか決定す

地域（領域）には各種

の利害関係者あるいはグ

ホルダー分析を通じてグ

社会的力関係
）
などを明ら

する。

２）問題分析

（ ）

ループが存在する。社会要因

ループ間に存在する利害関係

かにし，最終的には「ターゲ

分析あるいはステーク

，対立又は依存関係，

ットグループ」を選定



問題分析（

分野に存在す

（ ）に整理

立命館経済学（ 巻特

）は，入手可能

る問題の「原因（ ）―

し，わかり易いような系図の

別号３）

な情報を基にして，対象地域

結果（ ）」関係を論理

形で視覚的に提示する作業で

・

的

あ

る。作業は中心

えながら問題系

初期の問題抽出

３）目的分析

目的分析（

それを導くため

分析と同じく

問題（ ）の設定

図（ ）として上下

にはよく 法が使用される

）は，問題が

の「手段（ ）―目的（

系図の形で整理する作業で

から始め，その原因と結果を

左右に発展させる方法である

。

解決された時の望ましい状態

）」関係を明らかにし，問

ある。この目的系図（

考

。

と

題

）の作成は

の肯定的表現に

体的な戦略の基

４）プロジェク

プロジェクト

報を基に，援助

を選択する作業

，問題系図を基に，「原因―結

直して行う。「手段―目的」

礎となるものである。

トの選択

の選択（ ）

の内容と実行可能性を確認し

である。アプローチとコンポ

果」関係を「手段―目的」関

のつながりはプロジェクトの

とは，目的分析から得られる

，具体的なプロジェクトの戦

ーネントの組み合わせで複数

係

具

情

略

の

プロジェクト案

め関係者で決め

策と援助政策両

経済的効率性，

これらの成果

この やそ

を作ることが可能で，どの組

る選択基準によって決まる

面），投入，技術，ターゲット

目標達成度，その他重要事項

を踏まえて，前述のような

の他の資料を基に，援助国と

み合わせが最適かは，あらか

。選択基準には，優先度（開

グループ，社会的要因，環境

などがある。

が作成される。しかる後

相手国のプロジェクト実施者

じ

発政

，

に，

が

活動計画書（

管理（実施管理

に欠かせない資

手法に

手法で

（ ）

）を作成する。

）の重要な手段であり，プロ

料の一つでもある。

基づくモニタリングと評価

いうモニタリングとは，プロ

活動計画書はプロジェクト運

ジェクトのモニタリング・評

ジェクトが計画通り実施され

営

価

て
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いるか，その進捗状況を

である。一方，評価とは

関して，評価５項目の観

事業の実施管理と評価について（笠

チェックし，必要に応じて計

，既に終了した，あるいは実

点から調査し，結果を明確に

井）

画内容を修正すること

施中のプロジェクトに

すると共に，プロジェ

クトの今後の展開に関す

ことである。評価５項目

妥当性，有効性，効率性

モニタリングの主たる

プロジェクト目標の達成

作業の流れで行う。結果

ニタリングにおいて計画

る提言と，他の類似プロジェ
）
とは次の通り。

，インパクト，自立発展性

対象は， 活動の実施状況，

状況であり，これらを現状把

として，当初計画の見直しが

修正を検討する際，評価５項

トへの教訓を引き出す

成果の達成状況，

握，分析，改善という

必要な場合もある。モ

目を常に念頭に置く。

モニタリングの結果等に

正して改訂版を作成し，

ースに行うことが肝要で

評価を実施する際，評

るために，評価用

標，プロジェクト目標，成

み合わせ毎に評価用サマ

より計画内容が一部修正され

その後のモニタリング・評価

ある。

価者はまずプロジェクトの計

（ ）を作成する。それは

果，投入）と評価５項目とのマ

リーを作成する。さらに各種

たときは， を修

作業はその改訂版をベ

画自体を正しく把握す

， 項目（上位目

トリックスから各組

の分析・検討・整理を

行い，最終的には，５項

３．開発プロジェクトの

援助の有効性とファン

「援助は有効か」という

問われている。 の

目の結果をまとめ，結論，提

代表的な評価手法 費用便益

ジビリティ

疑問は，アメリカが対途上

加盟国が行う二国間援

言，教訓を引き出す。

分析

国援助を開始して以来

助では，外交的に，

国家安全保障的に，人道

的，影響，成果が認めら

権・安全保障という国連

ッシューを中心に，援助

機関は，政府と市場のそ

（ ）

的に，国際経済的に見て，国

れてきた。多国間援助では，

憲章に則した国際公共財およ

の有効性を求める。一方，世

れぞれの役割に則して，外貨

際政治経済上多様な目

国連機関は平和・人

び近年のグローバルイ

界銀行などの国際金融

を補完する譲許的な資



金がいかに資源

いずれのカテ

行する中でこれ

立命館経済学（ 巻特

効率的かつ経済成長に貢献す

ゴリーのドナーも，地球規模

以上増加する人口を経済余剰

別号３）

るか，に関心が強い。

の環境資源劣化が加速度的に

によってさらに豊かに養うの

進

は

次第に難しいと

起こり，以前に

な活用に先進国

ここでファン

界銀行は早くか

再びこの問題を

能なものであり

考えるようになった。二国間

も増して，資源，（特に公共

の納税者の目が厳しくなって

ジビリティ（援助資金の流用

らこの問題を認識
）
していた

クローズアップさせた。根

，財政援助が実際に援助側の

，多国間を問わず，援助疲れ

投資に必要な公的資金），の効率

いる。

性の問題）に触れておきたい。

が， 年の

底にある考えは，「金銭は代替

意図通りに使われているかど

が

的

世

で

可

う

か疑わしい」と

算の経常支出，

生や教育の分野

の公共投資が増

減税などに政府

経済ではこのよ

何故評価か

いうもの（秋山他 ）。これ

開発支出，軍事支出間で自由

に援助したからといって，援

えるとは限らない。軍事費増

は増えた財源を回すことが可

うな評価も視野に入れなけれ

説明責任 教訓学習
）

は外国からの援助資金が国家

に流用可能で，例えば，保健

助分だけその途上国の同分野

強や公務員給与財源（経常経

能だということである。マク

ばならない。

予

衛

へ

費），

ロ

アメリカで

（

点は，援助は機

効か（

目的はその実績

ら教訓を学ぶこ

は 年代には，既に説明責

）の２つの観点から評価の意

能するか（ ），

）にあ

からどの活動が成功し，どれ

とにあった。主要なドナーは

任（ ）と教訓学

義が認識されていた。前者の

あるいは，開発援助は如何に

り，教訓学習のそれは，主要

が失敗したかを調査し，そこ

そのダイナミックに変化する

習

焦

有

な

か

開

発経済への好奇

開発援助分野

及び工業化への

しての個別投資

国連工業開発

（ ）

心から，教訓学習に強い関心

の評価の歴史を振り返ると，

資金需要を背景に， 年代

プロジェクトの費用便益分

機構（ ），世界銀行を

を示した。

新興独立国の公共インフラ整

後半から社会的機会費用を使

析（後述）が盛んとなり，

始めとする国際金融機関，英

備

用

，

国
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大学 ，英国

での理論研究が盛んとな

に伴う評価の有効性に疑

事業の実施管理と評価について（笠

大学開発・プロジェ

った。しかし，

問を呈して，

井）

クト計画センターなど

は援助内容の多様化

（ ）を著で問う

た。 年代後半からは

らが参

一方， 年代に入る

調整政策に資源を動員し

（ノンプロジェクトを含む）

の経済評価が難しく

，貧困削減

， ベースの活動が増

加型計画・評価手法の研究
）
を

と， や世界銀行は，マク

，プロジェクト型からセクタ

型へとシフトした。この結果

なり，グッドガバナン

などに分析の焦点が移り，評

加する中で， の

進めた。

ロ経済安定化と構造

ーあるいはプログラム

，個別プロジェクト

ス
）
，

価実施が全体的に複

雑かつ難しくなってきた

年，スウェーデン

用便益分析は保健，教育

とは困難と結論づけた。

（殆どはグラント）に適用

についても，経済効率性

本的問題が認識されるよ

。

国際開発庁（ ）は多国間

，人的資源などのソフトプロ

また， 年代から，小規模

してきた費用対効果
）
（

を評価（アセスメント）するこ

うになった。

協議を経た結果，費

ジェクトに適用するこ

な開発プロジェクト

）アプローチ

とは不可能という基

費用便益分析

年代末までは，

経済評価を行っていた。

を割引率を適用して集計

たものであった。

前述したように，公共

は伝統的な費用便益法

それは，想定し得る便益と費

し，総便益と総費用の比が１

インフラストラクチャーの整

で援助プロジェクトの

用のキャッシュフロー

を上回るかどうかを見

備や工業化のために導

入された公的資金（開発

国際機関を通じて大いに

生経済学の理論の応用が

用の概念導入による計算価

年代のピークを経て，

（ ）

援助）による個別プロジェク

発展した。資源の効率的利用

試みられた。シャドープライ

格）を用いた費用便益分析手

年代以降理論及び手法の開発

トの経済評価手法は，

及び所得の分配には厚

シング（社会的機会費

法がそれで，その後

が下火になりつつある。



この分析手法の

では，費用便

に用いられるの

立命館経済学（ 巻特

歴史的経過とその概要説明は

益分析（

か。

別号３）

巻末の補論の通りである。

）は，どの時点でどのよう

開発プロジェ

プロジェ

）

プロジェク

前者を

これらの中間

きる。

クトの評価は，次のように大

クトを決定する前に行わ

トの実施後に行われる事後

（事前），後者を （事

にモニタリングがあるが，一

別される。

れる事前評価 審査（

評価（ ）

後）と区別する。

種の中間評価と見なすことがで

開発プロジェ

（ ）に確

び，一般に次の

制 組織 制度

フィージビリ

分析して，最も

段階でニューメ

クトの投資妥当性あるいは

認する作業をフィージビリテ

６つの側面を分析する 財

， 環境（ を含む）， 社

ティー調査では，上記の６つ

望ましい（最適の）プロジェ

レールとして計測しやすい財

実施可能性について計画作成

ィー調査（ ）と

務， 経済， 技術， 運営

会。

の側面から種々の代替案を比

クトを選択する。その最終作

務分析と経済分析に重点が置

時

呼

体

較

業

か

れる。その違い

財務分析

経済分析

この経済分

は，簡潔には次のように説明

実際市場のキャッシュフロー

どうかを分析する。

当該プロジェクトが一国全

果（経済厚生）をもたらすか

析に用いられる手法が

される。

をベースに，経営が成り立つ

体の経済（社会）にどのような

を分析する。

であり，プロジェクトの評価

か

効

は

国際借款を必

ための審査（ア

途上国政府にと

（ ）

経済分析を重視することから

ばれることもある。

要とする開発プロジェクトの

プレイザル）が行われる。フ

って政策判断材料として使わ

，プロジェクトの経済評価と

場合は，ドナー側による融資

ィージビリティー調査報告書

れ，また借款要請時の基本資

呼

の

は

料
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（ ）の一部

はモニタリングや事後評

事業の実施管理と評価について（笠

を構成する。 で求めら

価で吟味され，再評価の対象

井）

れたニューメレール

となる。

４．援助被害と異議申し

世界銀行のケース

世界銀行は 年だけ

融機関である。 年代

自然環境を破壊し，立ち

している，との批判の声

ったのはアマゾン開発の

立て
）

で 億ドルを途上国に融資

に入ると，世界銀行が融資す

退きなどによって影響住民の

や訴えが続出するようになっ

ためのハイウェー建設プロジ

する世界最大の国際金

る開発プロジェクトが

人権と生活環境を脅か

た。最初に槍玉に上が

ェクトであった。同行

は との対話を重ね

ロジェクトに関する情報

置した。

インスペクション・パ

の影響住民の懸念に応え

理事会に報告する仕組み

被害について，その原因

る一方で，行内の検討
）
を加え

公開の大幅な改善とインスペ

ネル制度の特徴の一つは，パ

る形をとり，組織的には世銀

になっている。プロジェクト

が世銀職員が自らの政策や手

， 年には，貸付プ

クション・パネル
）
を設

ネルによる調査は現地

事務局から独立して，

に起因する環境・社会

続きを守らなかったこ

とにあるのかどうかを調

ベル抗議運動にあったイ

それ以来， 年までの

が要件を満たし受理され

一方，アジア開発銀行

入れ，そして 年にイ

査することである。適用第１

ンド中部のナルマダ渓谷開発

９年間の間に 件の異議申し

た。

（ ）でも 年に情報公

ンスペクション政策
）
を敷いた

号は当時既に草の根レ

プロジェクト
）
であった。

立てがあり，うち 件

開政策を試行的に取り

。しかし，実際第１号

が適用されたのは 年

処理プロジェクトが対象

会は理事会内に設けられ

運営上の問題が残る。

日本版インスペクショ

（ ）

に入ってからである。タイ・

となった。 の場合は，

た小委員会（６人の理事会メン

ン・パネル 国際協力銀行の

サムットプラカン汚水

インスペクション委員

バーで構成）であり，

異議申し立て制度



年４月に

に代えて新しく

作成した。環境

立命館経済学（ 巻特

国際協力銀行（ ）は，こ

「環境社会配慮確認のための

社会配慮とは，自然のみなら

別号３）

れまでの環境配慮ガイドライ

国際協力銀行ガイドライン」

ず，非自発的住民移転や先住

ン
）

を

民

族等の人権の尊

とを言う。同ガ

明性とアカウン

参加の重要性，

盛り込まれてい

れに伴い，

ン不遵守に関す

重，さらに他の社会面を含む

イドラインでは，プロジェク

タビリティを確保したプロセ

的確なスクリーニング，モニ

る。同ガイドラインの完全施

は同ガイドラインの遵守を

る異議申し立てを受け付け，

広い意味での環境に配慮する

ト実施主体者との対話重視，

スと幅広いステークホルダー

タリングなどを基本方針とし

行は 年 月からである。

確保するために，同ガイドラ

必要な措置をとる体制を立ち

こ

透

の

て

こ

イ

上

げた。 は

手続き要綱を議

査役を既に設け

これまで公的

の批判は過去十

らの行為や判断

解決を求める仕

これに先立ち，誰もが参加で

論することを決めた。

，独立した調査機能を持つ方

援助プロジェクトがもたらし

数年絶えることなく続いてき

を明らかにし，説明する責

組みとして，インスペクシ

きる公開協議で異議申し立て

はまた同ガイドラインの担当

向で整備中である。

た被害，いわゆる援助被害，

た。このために，援助機関が

任を通して，「援助被害」の問

ョン（査察）制度が設けられる

の

審

へ

自

題

よ

うになった。我

えられているイ

用されない。世

事例を研究しつ

経験者，援助業

ある。

が国 でも例外ではなく

ンドネシアやフィリピンの案

銀に匹敵する貸付規模を誇

つ，独自のメカニズムを模

界などの役割および国民の関

，これまでに現地の住民から

件には，残念ながら新制度は

る が，世銀や の先

索している状況に， ，学

心はこれまでにも増して重要

訴

適

行

識

で

本小論は，開発

（ ）

お わ り に

援助の評価について広く網羅して考察したわけではない。公
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的資金による開発援助実施

理（オペレーション）が異な

レームワークから発展した

事業の実施管理と評価について（笠

機関はそれぞれ独自の組織文

る。その中で，プロジェクト

日本の ，長期資金投入

井）

化をもち，その実施管

サイクルとロジカルフ

プロジェクトの妥当性

判断の必要性と財務分析手

に向けたインスペクション

いて概略的に検討した。

費用便益手法については

あり，各種議論を解説する

のダイジェスト版から整理

この手法が，重要性は認識

法から発展した費用便益分析

・パネルを前提とする異議申

，厚生経済学や開発経済学の

資料も膨大な量にのぼり，本

したにすぎない。今後さらに

されながらも近年不人気なの

，そして援助被害緩和

し立て制度の３つにつ

応用理論の展開が多く

小論ではそのごく一部

整理する必要がある。

は，補論で述べたよう

にグローバル化した途上国

できなくなっただけではな

関係者の関心と理解が追い

さらに，環境や社会には

る途上国側の認識深化によ

るとしても，

と思われる。この点で，各

の経済構造が激変し，複雑化

く，途上国側の政治家，事業

つかないからである。

把握しがたい不確実性や外部

る観察・理論の精緻化とデー

な姿勢だけでは限界があり，

ドナーの援助資源を，被援助

し，従来の議論が応用

実施者などの開発当局

性があり，開発を進め

タ整備の努力がなされ

課題は無限に続くもの

国のオーナーシップの

元にコモンバスケット方式

から提案されているが，ア

ずれにせよ，援助は有効か

我が国の実施機関でも，

模索が続いている。事業事

務運営評価制度
）
などがそれ

で運用するアイデアが一部の

メリカ，日本等の主要ドナー

，という長年の疑念が常にあ

実施管理と評価を効率的・効

前評価制度の拡充整備と主に

で，本小論では紙面の都合で

国連機関や 諸国

は乗り気ではない。い

る。

果的に進める体制への

が進めている業

触れなかった。近年，

国内の公共事業見直し（

で注目を浴びている。日本

開発応用された評価の理論

いることが挙げられる。

なお，外務省， ，国

（ ）

年４月行政評価の導入）に，

評価学会が誕生した背景の一

及び手法が国内政策（行政）

際協力銀行がそれぞれ毎年

政策評価の手法が学会

つに，開発援助領域で

評価の研究に役立って

公表している評価報告



書―順に，「我が

後評価報告書」―

や市民団体

立命館経済学（ 巻特

国の経済協力評価」，「事業評

は，情報公開資料ではあるが

が経験する開発支援活動が途

別号３）

価年次報告書」，「円借款案件

レビューの対象から除外した

上国への開発援助資源の流れ

事

。

の

中でも今や無視で

ての地位が大きく

効か（効果的か）

秋山孝充・秋山

次郎監修」知泉

きない程になってきており，

向上した。どのような経験と

という視点で一層学ぶ必要が

参考文献

スザンヌ（ ）「開発戦略と世

書館

公的援助機関のパートナーと

教訓が今後の開発支援活動に

あり，今後の研究課題とした

界銀行 年の歩みと展望 速

し
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評価 公共事業の経済・社会分
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経済分析，評価の調査研究

高等

析手
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（ ）
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鳥山正光（

（ ）

」 （ ）発行の復刻版

「 開発援助のためのプロジ

際開発高等教育機構
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開発センター

ント



国際協力

（

事業の実施管理と評価について（笠

）

井）

（

（ ）

（ ）

）

（ ）

（ ）

） 年９月 日に起

段階に入った。

） 年 月，海外経

力銀行（ ）として

独立行政法人国際協力

註

きた同時多発テロ事件以来，アメ

済協力基金（ ）と日本輸出

再スタート。国際協力事業団（

機構となる。

リカの援助戦略は新しい

入銀行が合併し，国際協

）は 年 月から

） 世界銀行が調整機能

（ ）が議長役を勤

を果たすドナーと受入

援助 会合におけ

現 会合の前身―に

） ログフレームは当初

いように使用された。

標としての役割，リス

）

を果たす （

めるラウンド・テーブル会合，

国（被援助国）側との調整会合（

るオランダ政府，国際カンボジア

おける日本とフランス）などが事

，プロジェクトの審査段階に意思

ログフレームの主要な機能は主に

クを伴う仮定に焦点，の３つが

）会合，国連開発計画

特定のドナー国が議長役

かつての対インドネシア

復興委員会― ，

例として挙げられる。

決定者が容易に決定し易

，目的の明確な記述，指

挙げられる。（

） この節は，主に

ライン（第１版 年

ジェクト・サイクル・

に基づくモニタリング

） では 年代後

（ ）

が発行する次の２つの資料及

９月発行）を参考にした。「

マネジメント（改訂版）」（ ）

・評価」（ ）

半からプロジェクト方式技術協

び 事業評価ガイド

開発援助のためのプロ

及び「 手法

力分野での試行学習が行



われ，

の意

図られるよ

立命館経済学（ 巻特

年には 手法の試行的導入が

）手法基本導入計画が策定され，

うになった。

別号３）

始められた。 年には （

プロ技協案件を中心に積極的導

は

入が

） 近年は地

じて変化す

いる。

）

スになって

は，計画の

となってお

） 世界銀行

域コミュニティーに伝統的に存在

る社会関係資本（ソーシャル・キ

の 上級委員会

いる。原文では，

。国際協力銀行（ ）の円

妥当性―実施の効率性―事業効果

り，順序が少し違う。

の初代開発エコノミストであった

する，あるいは外部条件の変化

ャピタル）アプローチが注目さ

で決められた 評価原則が

借款評価では，事後評価の５大

―インパクトー持続性・自立発

ローゼンシュタイン・ロダンは

に応

れて

ベー

項目

展性，

既に

年代に

ブル（

は，特定の

すことを可

助の評価に

） この小節

）

と行動）な

融資が個別プロジェクト向けのも

，流用可能な）であると強調

投資プロジェクトに資金提供する

能にするかもしれない，と理解し

際してもこの問題が指摘されてい

は主に （ ）を参考

（迅速簡易農村

（参加型迅速調査），

どが挙げられ，いずれも，行動初

のであっても，援助資金はファ

していた。 年度世銀年

ことで，借入国が他の投資活動

ていた。 年代初期には，既

た。

にした。

調査）， （

（参加型

期の段階から外部者が如何に地

ンジ

報で

に回

に援

）

学習

域住

民のオーナ

） グッドガ

汚職が少な

社会の幅広

） しかしこ

） 本節は松

と異議申し

） 世界銀行

（ ）

ーシップとエンパワーメントを促

バナンスの要素として，法による

い―説明責任がある―透明性が高

い参加機会などが挙げられる。

れはどちらかといえば効率

本悟編（ ）「被害住民が問う

立て―」を主に参考にした。

内では，経済分析の質について

と世銀のプロジェクト実施（オ

すか，がポイントになっている

ルール（私有財産権の保護を含

い―公的制度と組織，公共活動

を測定するもの。

開発援助の責任―インスペクシ

の研究をまとめた

ペレーション）の全体的質に関

。

む），

への

ョン

する

研究をまと

が，共に

資実績を調

に支配され

関与を含ん

（ ）

めた内部評価「ワッペンハンス

年代の経済環境の激変を訴えた

査した結果， ％が不満足と酷

て，プロジェクトの押し付けが見

でいなかったことによる，と指摘

報告書 （

。特に後者は， ヶ国 件

評。その理由を行内の「承認文

られ，調査プロセスに影響住民

された。これらの報告が契機と

）」

の融

化」

への

なっ



国際協力

て，評価部局が創設さ

になった。

） パネルの委員は，世

事業の実施管理と評価について（笠

れ，独立したインスペクション・

銀との雇用関係のない３人の国際

井）

パネルが設置されること

的に実績のある専門家で

構成され，任期５年で

しによって，パネルが

ようである。

） ナルマダ川とその支

ムがアラビア海の河口

世銀は融資中止を決定

） 米州開発銀行（ ）

はこの事例を踏ま

）「国際金融業務におけ

再任は認められない。 年４月

本調査を勧告した場合，理事会は

流で 以上のダム建設計画から

に近い，サルダル・サロバルダム

。

は 年に調査を行うパネルの

えて，導入に踏み切ったと思わ

る環境配慮のためのガイドライ

以降はパネル制度の見直

余り口出ししなくなった

なり，その最も大きなダ

と灌漑水路網。 年に

メカニズムを導入したが，

れる。

ン」（旧日本輸出入銀行

用）と「円借款におけ

用）の２系統を指す。

） 世界銀行などが時に

も見て取れる。組織ダ

発援助の世界で軽視さ

図．英国のプロジェ

る環境配慮のためのガイドライン

応じて取り組んできた業務点検に

イナミックと評価における組織学

れてきた領域である。

クトサイクル（プロジェクト着

」（旧海外経済協力基金

似て，組織防衛的な動機

習の役割は，これまで開

手順序）の例

（ ）



立命館経済学（ 巻特

補論 費用便益分析（

別号３）

）について

１．費用便益分析

年代末ま

経済評

経済協

（ ）の歴史的経過概要

では， は伝統的な費

価を行っていた。

力開発機構（ ）が国際

用便益法で援助プロジェクト

機関の中で

の

である

シャド

投資さ

を先駆的に導入した。理

。（ マニュアル，または

ープライス（計算価格）を導

れるようなプロジェクトによ

論的貢献者はリトルとマーリ

― 法）

入し，便益が消費されるより

り高い評価を与える。（消費

ー

も

に対

して貯

は用い

表示す

かる再

した。

国連工

蓄プレミアムをつけて評価する

ず，全ての財・サービスの

る。このために，変換率なる

分割プロセスを考え出した。

業開発機構（ ）が

）外貨（為替レート）の計算価

価格を国境価格（ ）

概念を導入して複雑で手間の

英国の援助機関が率先して導

― 法に対抗して ガ

格

で

か

入

イ

ドライ

―

ムをつ

（ ）

ンを発表。

法と同様にシャドープライス

けることの必要性を強調。さ

と消費に対して貯蓄にプレミ

らに，プロジェクトの所得分

ア

配



国際協力

効果に対する分

― 法は，財

イドラインの考

事業の実施管理と評価について（笠

析を社会的費用分析の過程で

・サービスのシャドープライ

え方を取りいれて修正。

井）

行うべきだと唱えた。

ス化など ガ

現在では，両方

ール）を除いて殆

ロジェクトが主

世界銀行は，上

て，独自のマニ

の違いは単なる計算単位の違

ど差がないといえる。共に

な対象。

記 ― 法と ガイド

ュアルを作成し，標準変換率

い（いわゆるニューメレ

導入当時は工業開発プ

ラインの影響を受け

（ ）表の作成や理

論的応用発展に

同内容が単行

）

貢献した。

本として公表される（

アジア開発銀行（

２． を主体とするプ

途上国経済は市場が不完

実性，外部性なども先進諸

）もほぼ世銀と同様に評価手

ロジェクトの経済評価の主な

全で価格にひずみがあり，同

国とは違うという仮定の元に

法を行内で確立した。

特徴
）

時に時間選好性，不確

，機会費用
）
の概念とシ

ャドープライス（計算価格）

（計算価格の使用）

特に問題となるのは，資

ビスなどで，これらには，

（ ）

の手法を経済評価で導入した

本利子率，外貨交換率，未熟

シャドープライス（計算価格

。

練労働賃金，財・サー

）を適用する。このう



ち，財・サービス

率を用いて国境価

とする。

立命館経済学（ 巻特

は貿易財と非貿易財に分け，

格に，後者は標準変換率（

別号３）

前者はシャドー為替（外貨交

）を用いて同次元の計算価

換）

格

プロジェクトに

市場価格を変えて

念を導入する。例

ー）すれば，所得

（費用・便益の計

計算から除外

費用の計算―

よる，ある財・サービスの供

しまう程大きい場合は，「供

えば，生産者から何らかの

分配効果が見込める。

算）

する項目―税，補助金，利息

直接費用（予備費を含む），間

給増加が，その財・サービス

給者余剰」，「消費者余剰
）
」の

形で消費者へ移転（トランス

などの移転支払い項目

接費用（二次費用，無形費用

の

概

ファ

，更

新費用）

以上の費用は初

便益の計算―

計算（計測）

注目

（計測上の主な課

―埋没コスト

期投資（建設費）と運営管理

直接便益，二次便益，無形便

上の原則―二重計算の排除，

題）

（ ）既に社会が負担して

費（ 費）に分けられる。

益（外部経済）

と
）
との増分の差

しまった過去の支出

に

―予備費（

―減価償却（

―波及効果（外

（例）乗数効

ーバー，

変化効果

）物理的予備費と価格上

）価格上昇予備費と同

部効果）無形費用便益を含めた

果，連関効果（前方，後方），

規模の経済効果，公害被害，

など

昇（インフレ）予備費

様に経済分析では計上しない

貨幣価値で表せない一切の影

技能習得効果，技術のスピル

所得再配分効果，地域産業構

響

オ

造

プロジェク

性や連関

も考察し

（割引率―資本の

割引のために

（ ）

トを実施しない（ ）場

効果があれば，可能な限り貨

て記述。

時間選好性又は価値―による

仮定した利率のことを割引率

合と比較して，このような外

幣価値で計測し，そうでなく

現在価値の計算）

又は減価率（ ）と

部

て

い
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う。利率は現在から将来へ

を見たものであって，同

事業の実施管理と評価について（笠

向かって見たものであり，割

じである。割引率を と

井）

引率５は将来から現在

すると，現在価値

（計算の手順）

分析期間（プロジェクト

主要構造物の最長耐用年数

基準年を設定する―建

キャッシュフロー表を

費用と便益を現在価値

ライフ）の設定―インフラプ

（例えば 年）を用いる。

設開始年の初めとするか，中

作成する。

に直す

ロジェクトでは一般に

葉又は後期とするか。

純現在価値（ ） 便益の

費用・便益比率（

法の欠点―外部性が

は数値が違ってくる。

内部収益率（

純現在価値がゼロ（即ち

済評価であれば， ，財

価値合計―費用の現在価値合

） 便益の現在価値合計 費用

考慮されにくい。粗利益ベ

）の算出

が１）になるような割引

務評価では という。

計

の現在価値合計

ースと純利益ベースで

率を という。経

（ ）



（妥当性の判断あ

３つの判断方

み合わせ併用

立命館経済学（ 巻特

るいは評価基準―ニューメレ

法― ， ，

別号３）

ール―）

，あるいはこれら３つの組

代替プロジェク

幾つかの対案があ

ロジェクト規模の

便益の計測の

方法を取る。（例

一般に

れば，「フィージ

トからの択一，単一プロジェ

る場合は，数字の大きい順に

妥当性を示さない，という欠

程度により，余りにも不十

えば最小費用法

がその国の資本の機会費用

ブル」という。（銀行では

クトの評価どちらにも適用可

順位付けられるが， と は

点がある。

分な場合は や 以外

）

（国内の主要金融貸出金利）を上

あるいは ともいう）

。

プ

の

回

国

際金融機関では，

（感度分析

不確実性とリス

便益を変化させて

―需要予測か

―建設期間が

―建設費が上

これが債権利回りプラスアル

）

クに対処するため，次に例示

を再計算し

らの乖離がある場合（但しイ

延びた場合

昇した場合（但しインフレは考

ファーを上回れば受け入れる

するような項目に％変化で費

て妥当性をチェックする。

ンフレは考えない）

えない）

）
。

用，

―外国為替レ

さらに感度分析

析を行う。

３．現状と問題

本文でも触れた

ートの切り上げ 切り下げの

に組み合わせ，確率といった

点

が， 年代に入り， に

場合

統計的手法を加味したリスク

よるニューメレールを用いた

分

プ

ロジェクトの経済

化している。

年代初めに世

て， で正当

（ ）

評価に関する議論が大幅に減

界銀行の理論貢献者の一人

が行ったプロジェクト

化されているプロジェクト数

り，実際の適用例もかなり形

である が

完了時のレビュー実績を整理

が大幅に減少（全体借款案件

骸

し

の３
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分の１程度）し，シャドープ

も，実際は便益の過大見積

ている，と落胆した印象
）
を

事業の実施管理と評価について（笠

ライシングに関する議論が

りと費用の過少見積りで

報告している。彼はその理由

井）

見えなくなった。しか

数値をかなり落とし

背景として以下の３つ

を挙げている。

１）部門間シフト か

）を計算して

加が一因。

２）質のコントロール

能が低下し，厳密

３）他のデマンド 構

つて社会部門や財政・金融

いなかった。構造調整関連

年代の組織改革により

なアプレイザル手法を嫌う傾

造調整貸付の増加により，多

部門では （

，社会，環境案件の増

，中央コントロール機

向になった。

くのエコノミストがマ

クロ経済分析に張

この時期の作業でわかっ

析の質が上がると，失敗と

る。この頃から「 ％失敗

その後， 年代を通じて

景として，

１） 年代は民営化が大

り付くようになった。

たもう一つの重要な点は，ア

見なされるプロジェクトが減

経験則」が広く行内で理解さ

・プロジェクト評価に関

幅に進み， ― 方式による

プレイザル時の経済分

る傾向にあることであ

れるようになった。

する議論が低迷した背

国境価格適用のプロジ

ェクトが大幅に減少し

２）構造調整，マクロ経

関税構造の変化をもた

― アプローチを軽視

（ ）

我が国でも近年の

た。

済の安定化，為替自由化など

らし，途上国のマクロ経済環

するようになったことが認識

の開発調査事業では，インフ

により，為替レートと

境が大きく変化して

されるようになった。

ラ開発単体案件数が減

り，プロジェクトの重点が

ャドー賃金を推計する努力

しかし，途上国の経済が

ングの必要性が無くなった

（以上）

（ ）

社会配慮（社会分析），環境配

は分析作業で殆ど見られなく

先進国の構造に近づき，理論

，と言うのは早計である。

慮に移り，例えば，シ

なっている。

的にシャドープライシ



） 消費に対

では省略す

） 見合わせ

立命館経済学（ 巻特

する貯蓄のプレミアムや所得分配

る。

た代替的使用（犠牲にした資源）

別号３）

への効果などに関する議論は本

から出るであろう便益のうち最

補論

大の

もの。支払

） 消費者余

） 実施前（

） 割引率は

） 世界銀行

近年は途上

程度が妥当

） 年に

な印象をも

い意思額（

剰は，消費者価格（ ）と市

）と建設後（ ）とは違

一般にその国の資本の機会費用

では ％， では ％を目

国でも資本の機会費用が小さくな

との議論がある。

世界銀行本部を再訪した と

ったという。（ ）

）と見なすことができる。

場価格の差から生じる。

うことに留意。

（想定）を用いる。

安としていた。 ％以下は

りつつあり，世銀内部では現在

も と同じ

。

４％

よう

（ ）


